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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　絶縁性の物質で封着機能を有する第１の層と、
　絶縁性の物質および導電性の物質を有する第２の層とを具備し、
　前記第１および第２の層内の絶縁物質を溶融させ、前記第１および第２の層を繋いでな
ることを特徴とする封止用機能性傾斜材料。
【請求項２】
　絶縁性の物質で封着機能を有する第１の層と、
　絶縁性の物質および導電性の物質を有する第２の層と、
　前記第１および第２の層の中間に配置し、絶縁性の物質および前記第２の層より混合比
率の少ない導電性物質を有する中間層とを具備し、
　前記第１および第２の層、前記中間層内の前記絶縁性物質をそれぞれ溶融させ、前記中
間層を介して前記第１および第２の層を繋いでなることを特徴とする封止用機能性傾斜材
料。
【請求項３】
開口部を備えた気密容器と；
　気密容器と同種の材料を主体とする第１の層を備え、当該第１の層の部位で気密容器の
開口部を封止している請求項１または２記載の封止用機能性傾斜材料と；
　気密容器の内部に封装され、かつ、前記封止用機能性傾斜材料の第２の層を経由して気
密容器の外部から給電される管球作動部材と；
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を具備していることを特徴とする管球。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、封止用機能性傾斜材料、この封止用機能性傾斜材料の製造方法および封止用
機能性傾斜材料を用いて封止した管球に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ハロゲン電球や高圧放電ランプなどの石英ガラスからなる気密容器を備えた管球類には
、一般にモリブデン箔を封着金属箔として用いて気密容器を封止する箔封止構造が従来か
ら用いられている。しかしながら、封着金属箔における許容電流値の限界などの理由から
、封着金属箔に代えて機能性傾斜材料を用いようとする試みがなされている（例えば、特
許文献１参照。）。
【特許文献１】特開２０００－２６０３９５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　上記特許文献１は、クラックを発生させないために緩衝層の層数を多くする必要がある
ことから、機能性傾斜材料の層数が多くなり、製造が面倒であるばかりか焼結時の良品率
が悪いために、高コストで、実用性に乏しいものであった。
【０００４】
　本発明は、少ない層数でクラックが発生しにくくて、製造が容易な封止用機能性傾斜材
料、この封止用機能性傾斜材料を製造する方法およびこの封止用機能性傾斜材料を用いて
封止した管球を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記の課題を解決するために本発明の封止用機能性傾斜材料では、絶縁性の物質で封着
機能を有する第１の層と、絶縁性の物質および導電性の物質を有する第２の層とを具備し
、前記第１および第２の層内の絶縁物質を溶融させ、前記第１および第２の層を繋いでな
る。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、層数を少なくしてもクラックが発生しにくく、製造が容易な封止用機
能性傾斜材料を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　以下、図面を参照して本発明を実施するための形態を説明する。
【０００８】
　図１は、本発明の封止用機能性傾斜材料を実施するための第１の形態を示す概念的断面
図である。本形態において、封止用機能性傾斜材料ＦＧMは、第１の層（以下、絶縁層と
記す。）１、中間層（以下、緩衝層と記す。）２および第２の層（以下、導電層と記す。
）３を具備した３層構成の焼結部材であり、放電プラズマ焼結法（以下、ＳＰＳ法と記す
。）を用いた焼結によって隣接するそれぞれの層が接合して一体化されている。なお、図
中、絶縁層１と緩衝層２および導電層３とのそれぞれの境界は溶融によりクロスオーバー
となるが、境界をイメージ的に破線でしている。
【０００９】
　また、本発明においては、隣接する一対の層間における導電性金属の含有比率差を約２
０質量％程度ないし３０質量％程度またはそれ以上に拡大させることができる。
【００１０】
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　上記絶縁層１は、封着機能を有している。この封着機能は、封止しようとする適宜の部
材の被封止部、例えば管球の気密容器の開口部に上記絶縁層１を封着することで当該被封
止部を封止する際に寄与する。上記絶縁層１は、絶縁性物質の粉末を圧縮し、焼結するこ
とによって気密な溶融体となっている。
【００１１】
　また、絶縁層１は、被封止部と同質の絶縁性物質、例えば金属酸化物または金属窒化物
を主体として構成することができる。そうすれば、被封止部と絶縁層１の熱膨張率が接近
するので、封着を確実に行いやすくなる。被封着部が石英ガラス製であれば、シリカ（Si
O2）またはシリカを主体とする材料を用いて絶縁層１を形成するのがよい。また、透光性
セラミックス、例えば透光性アルミナセラミックス製であれば、当該透光性セラミックス
と同一の材料、例えばアルミナ（Al2O3）またはアルミナを主体とする材料を用いて絶縁
層１を形成するのがよい。
【００１２】
　緩衝層２は、絶縁層１と導電層３との間に介在して両層１、３間の熱膨張率の差を吸収
するように機能する。すなわち、緩衝層２は、絶縁層１の熱膨張率と導電層３の熱膨張率
との中間の熱膨張率に設定されている。なお、熱膨張率を調整するには、導電性物質を適
当な含有比率で混合すればよい。また、本発明において、緩衝層２の数は、従来技術に比
較して極端に少なくてよく、０～２層であることを許容する。なお、本形態において、緩
衝層２は、図１に示すように１層である。緩衝層２が複数の場合は、熱膨張率が絶縁層１
から導電層３に向かって順次大きくなるように変化させればよい。
【００１３】
　前記導電層３は、封止用機能性傾斜材料ＦＧＭが被封止部に封着されて被封止部を気密
に封止した状態において、絶縁層１を気密に経由して封止部の内外を導電的に接続するた
めの手段となる。例えば、後述するように絶縁層１を貫通して例えばモリブデンやタング
ステンなどの耐熱性金属からなる導電性金属部材４を上記導電層３に接続すれば、封止用
機能性傾斜材料ＦＧＭの絶縁層１と導電層３との間が気密性に保持された状態で封止部の
内側と外側を導電的に接続することができる。なお、導電性金属部材４と絶縁層１および
緩衝層２との間は、それらの熱膨張率差が相対的に大きいので、焼結の際に融着しないよ
うに僅かな隙間を形成するなどの配慮をした方がよい。
【００１４】
　なお、外部から電流などを導入するために、導電性金属部材５を導電層３に接続するこ
とができる。また、導電性金属部材４、５は、本発明において、必須ではなく、所要に応
じて同時に焼結することによって接続してもよいし、焼結後に接続してもよい。
【００１５】
　また、導電層３は、少なくとも導電体として機能できる程度の導電性を有しているもの
とする。このために、導電性物質と絶縁性物質とを適当な含有比率、一般的には導電性物
質が導電層３全体の２０質量％以上、好適には３０質量％以上の含有比率となるように導
電層３を構成するのがよい。導電層３内を流れる電流が比較的小さい場合には、導電性物
質粉末が導電層の２０質量％以上で含有されていればよい。これに対して、導電層３内を
流れる電流が比較的大きい場合には、導電性物質の含有比率を３０質量％以上に構成した
方がよい。導電性物質の混合比率の上限はなく、要すれば実質的に導電性物質のみによっ
て構成してもよい。しかし、適当な含有比率でバインダーとなる絶縁性物質を添加するの
が好ましい。なお、導電性物質としては、焼結可能な耐熱性および比較的良好な導電率を
有する金属、好ましくはモリブデン（Ｍｏ）やタングステン（Ｗ）などの耐熱性金属の粉
末を用いるのがよい。これに対して、絶縁性物質としては、絶縁層１の構成物質と同一の
物質を用いるのが好ましい。
【００１６】
　さらに、導電層３は、上述のように絶縁性物質に導電性物質を混合しているので、その
熱膨張率が絶縁層１のそれと比較的大きく乖離する。また、導電層３の熱膨張率は、導電
性物質の混合比率に応じて変化し、導電率と正の相関がある。すなわち、導電性物質の含
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有比率が大きければ、導電率は大きくなり、通電時の発熱は低減するが、熱膨張率も相応
に大きくなる。反対に、導電性物質の含有比率が小さくなると、導電率および熱膨張率が
ともに小さくなる。したがって、所望の導電率に応じて緩衝層の数を考慮して設定するの
がよい。
【００１７】
　以下、図２および図３を参照して本発明の封止用機能性傾斜材料を実施するためのその
他の形態を説明する。なお、各図において、図１と同一部分については同一符号を付して
説明は省略する。
【００１８】
　　図２は、本発明の封止用機能性傾斜材料を実施するための第２の形態を示す概念的断
面図である。本形態において、封止用機能性傾斜材料ＦＧＭは、絶縁層１および導電層３
が直接接合した２層構成の焼結部材であり、ＳＰＳ法を用いた焼結によって形成されてい
る。
【００１９】
　すなわち、本形態において、導電層３は、絶縁性物質（SiO2）と導電性物質（Mo）が混
合しているが、導電性物質を３０質量％含有しているので、絶縁性物質（SiO2）１００％
の絶縁層１との間に導電性金属の含有比率差が３０％存在する。しかし、ＳＰＳ法によっ
て焼結されていることにより、良好な接合が形成される。
【００２０】
　　図３は、本発明の封止用機能性傾斜材料を実施するための第３の形態を示す概念的断
面図である。本形態において、封止用機能性傾斜材料ＦＧＭは、図２と同様に絶縁層１お
よび導電層３が直接接合した２層構成の焼結部材であり、ＳＰＳ法を用いた焼結によって
形成されているが、棒状の導電性金属部材５に代えて導電層３の外面に巻き付けたリング
状の導電性金属部材５´を備えている。
【００２１】
　　図４は、本発明の封止用機能性傾斜材料を実施するための第４の形態を示す概念的断
面図である。本形態において、封止用機能性傾斜材料ＦＧＭは、図１に示す第１の形態と
同様の３層構造であるが、導電性金属部材４、５の導電層３内における先端部に球状の膨
出部Ａが形成されている。
【００２２】
　すなわち、本形態においては、導電性金属部材４、５の先端部に球状の膨出部Ａが形成
されているので、導電性金属部材４、５を封止用機能性傾斜材料ＦＧＭと一緒に焼結する
際に、導電性金属部材４、５が挿入されているのに伴って導電層３内に発生する歪が集中
しにくくなる。そのため、歪の集中によるクラック発生を効果的に抑制することができる
。
【００２３】
　次に、図５および図６を参照して封止用機能性傾斜材料ＦＧＭをＳＰＳ法により製造す
る方法について説明する。
【００２４】
　　図５は、本発明の封止用機能性傾斜材料を製造する第１の方法を示す流れ図である。
本方法において、封止用機能性傾斜材料ＦＧＭは、第１ないし第３の工程により製造され
る。
【００２５】
　第１の工程は、各層の粉体材料を絶縁性物質および導電性物質を所定比率で調合し、所
要量を採取する。この際、必要に応じてバインダーを加える。
【００２６】
　第２の工程は、第１の工程の後に所定比率で調合され、かつ、採取された各層の粉体材
料を成形型内に順次積層する。なお、成形型は、後述の第３の工程において成形型を介し
て焼結材料内に通電するのを容易にするためにグラファイト製にするのがよい。
【００２７】



(5) JP 4521870 B2 2010.8.11

10

20

30

40

50

　第３の工程は、焼結工程である。この焼結工程においては、加圧、加熱および通電を行
いながら焼結を行う。すなわち、加圧は成形型内に積層した焼結材料に例えば４０ＭＰａ
程度の圧力を加えて行う。加熱は、順次昇温して目標温度、例えば１４００℃程度になっ
てから所定時間、例えば約１０分間程度保持する。そして、その後、自然冷却させる。通
電は、加熱が目標温度に到達してから開始され、成形型を介してパルス電流を焼結途上の
材料に通流させることにより行う。なお、焼結材料は、加圧・加熱によりほぼ溶融状態と
なるため導電体となる。
【００２８】
　以上、第３の工程において、加圧開始と同時に加熱を開始し、順次昇温しだして目標温
度に到達してから通電を行う。なお、第３の工程中の雰囲気は、アルゴン（Ａｒ）などの
不活性ガスや真空などにするのが好適である。
【００２９】
　そうして、第３の工程により放電プラズマ焼結が完成する。
【００３０】
　　図６は、本発明の封止用機能性傾斜材料を製造する第２の方法を示す流れ図である。
なお、図において、図５と同一符号については同一符号を付して説明を省略する。本方法
は、第１の方法と同様に封止用機能性傾斜材料ＦＧＭが第１ないし第３の工程により製造
されるが、第３の工程において、加熱後終了後の冷却を所定に制御する点で異なる。
【００３１】
　すなわち、加熱後の冷却工程は、５０℃／分程度のゆっくりした冷却を行う。
【実施例１】
【００３２】
封止用機能性傾斜材料は、直径１０ｍｍ、厚み３０ｍｍの円柱状をなしている（厚みは各
層１０ｍｍ）。なお、以下の％は、いずれも質量％を意味する。
層構成：絶縁層（SiO2100％）＋緩衝層（SiO285％、Mo15％）＋導電層（SiO270％、Mo30
％）　　　　の３層構造円柱体
製造法：放電プラズマ焼結法（圧力40MPa、焼成温度1400℃、10分間）による。
［比較例１］
封止用機能性傾斜材料は、直径１０ｍｍ、厚み４５ｍｍの円柱状をなしている（厚みは絶
縁層および導電層が層１０ｍｍ、緩衝層が５ｍｍ）。なお、％は、いずれも質量％を意味
する。
層構成：絶縁層（SiO2100％）＋緩衝層1（SiO295％、Mo5％）＋緩衝層2（SiO290％、Mo1
　　　　0％）＋緩衝層3（SiO285％、Mo15％）＋緩衝層4（SiO280％、Mo20％）＋緩衝層
　　　　5（SiO275％、Mo25％）＋導電層（SiO270％、Mo30％）の７層構造円柱体
製造法：常圧焼結法（焼成温度1750℃、10分間）による。
［比較例２］
製造法：ＨＩＰ焼結法（圧力14MPa、焼成温度1200℃、12時間）による。
その他は、比較例１と同じ。

　次に、実施例１、比較例１および比較例２のクラック発生状況を図７に基づいて説明す
る。すなわち、各例ともサンプルを２０個製作してクラックの有無を調査した。その結果
、実施例１は、全数良品であったが、比較例１および比較例２はいずれも良品を得ること
ができなかった。なお、表中、常圧焼成法は比較例１、ＨＩＰ法は比較例２、ＳＰＳ法は
実施例１を意味している。
【００３３】
　実施例１では、ＳＰＳ法を用いて、絶縁層と導電層を繋ぐ緩衝層に含有される絶縁粒子
が溶融して一体化することにより、従来の常圧焼成法や熱間等方圧加圧（ＨＩＰ）法に比
較して、大幅に層間の結合力が大きくなり強度の大きい封止用機能性傾斜材料ＦＧＭが得
られる。また、焼成時、加圧を行いながら、パルス電圧を印加することで絶縁層、導電層
、および緩衝層に含有される絶縁性物質および導電性物質の間にパルス電流が流れること
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で、粒子間の結合力が強まりクラックのない、封止用機能性傾斜材料ＦＧＭが作成できた
ものと考えられる。
【００３４】
　実施例１で作成した封止用機能性傾斜材料ＦＧＭの導電層の１０００倍の電子顕微鏡写
真を図８に示す。図８（ａ）は従来の常圧焼成法により作成し、図８（ｂ）は本発明のＳ
ＰＳ法により作成した場合に対応している。また、図８（ａ）、（ｂ）とも、SiO2とMoの
平均粒径は３μｍであり、図８（ａ）の常圧焼成法の焼成温度は１７５０℃であり、図８
（ｂ）のＳＰＳ法の焼成温度は１４００℃となっている。
【００３５】
　図８（ａ）の常圧焼成法で作成したSiO2とMoの導電層サンプルは、SiO2の粒子とMoの粒
子が写っているのが観察できる。これは、SiO2が平均粒径レベルの大きさのまま存在して
おり、粒子の境界（粒界）が確認できることを表わしている。一方、図８（ｂ）のＳＰＳ
法で作成したサンプルでは、SiO2の粒界は確認できず、SiO2は溶融して一体化しており、
その中にMo粒子が存在することが確認できる。このように焼成温度の低いＳＰＳ法で作成
しても常圧焼成法に比較して非常に高密度になっていることが特徴的である。
【００３６】
　上記のようにＳＰＳ法では、SiO2同士の結合が強く、SiO2が一体化、高密度化している
。これは焼成時の通電による効果と考えられる。また、この結果からＳＰＳ法では、絶縁
性物質の結合だけでなく、導電性物質間、および絶縁性物質と導電性物質の間の結合も強
くなっていることが推測できる。本発明においては、封止用機能性傾斜材料ＦＧＭでは、
上記のように絶縁性物質間の溶融、一体化により、隣接する両層間の接合強度が極めて強
くなる。なお、その様子は電子顕微鏡で確認できる程度である。
【００３７】
　したがって、隣接する一対の層間において、各層中の導電性金属の含有比率差が２０質
量％程度ないし３０質量％またはそれ以上存在したとしても、接合が強固になり、クラッ
クの発生なしに接合させることができる。このため、本発明の封止用機能性傾斜材料は、
その層数を低減することができる。例えば、絶縁層と導電層の間に１層または２層の緩衝
層が介在するだけでもクラックが発生しない封止用機能性傾斜材料を得ることができる。
もちろん、緩衝層の数が３層以上であっても接合に問題がないことは以上の説明から理解
できるであろう。また、所望により、緩衝層を省略して絶縁層と導電層とを直接接合させ
た基本的に２層構造の封止用機能性傾斜材料を得ることもできる。
【００３８】
　また、封着機能を有する絶縁層と、導通可能な導電層とを少なくとも含む複層構造を構
成している封止用機能性傾斜材料をＳＰＳ法により焼結して形成すると、良好な接合が得
られ、クラック発生が抑制されることが分かった。
【実施例２】
【００３９】
封止用機能性傾斜材料は、直径１０ｍｍ、厚み２０ｍｍの円柱状をなしている（厚みは各
層１０ｍｍ）。なお、以下の％は、いずれも質量％を意味する。
層構成：絶縁層（SiO2100％）＋導電層（SiO270％、Mo30％）の２層構造円柱体
製造法：放電プラズマ焼結法（圧力40MPa、焼成温度1400℃、10分間、冷却制御50℃/分）
による。
【００４０】
　実施例２の封止用機能性傾斜材料を用いて直管状の気密容器を封止して管形ハロゲン電
球を試作して1500時間点灯結果、クラックの発生はなかった。
【００４１】
　　図９は、本発明の管球を実施するための一形態である管形ハロゲン電球の断面図であ
る。図において、管球ＢＰ（管形ハロゲン電球）は、気密容器１１、管球作動部材１２（
フィラメント）および封止用機能性傾斜材料ＦＧＭを具備している。
【００４２】



(7) JP 4521870 B2 2010.8.11

10

20

30

40

50

　管球ＢＰは、気密容器１１の内部に管球作動部材１２が封装されている電気作動手段で
あり、本発明によれば各種用途に適応する管球を得ることができる。例えば照明用管球と
しては、ハロゲン電球、高圧放電ランプなどである。また、非照明用管球としては、例え
ば各種電子管などである。
【００４３】
　気密容器１１は、金属酸化物または金属窒化物を主体として構成されている。金属酸化
物としては、例えばシリカ（SiO2）、アルミナ（Al2O3）、イットリウム酸化物(YOX) お
よびイットリウム－アルミニウム－ガーネット（YAG）などを用いることができる。金属
窒化物としては、アルミニウム窒化物(AlN)などを用いることができる。以上の各物質は
、いずれも透光性および耐熱性を備えた材料であり、多結晶体すなわちセラミックスまた
は単結晶として得ることができる。なお、管球の用途に応じて、気密容器１１は透光性で
あってもよいし、非透光性でもよい。
【００４４】
　また、気密容器１１は、封止されるべき開口１１ａを備えている。そして、開口１１ａ
は、封止用機能性傾斜材料ＦＧＭにより封止される。本形態の気密容器１１は、照明用管
球の場合であるから、透光性で、かつ、耐火性の物質、例えば石英ガラスや透光性アルミ
ナセラミックスなどからなるが、石英ガラス製で真っ直ぐな円筒状をなしていて、その両
端が一対の開口部１１ａとなっている。
【００４５】
　管球作動部材１２は、気密容器１１の内部に気密に収納されていて、管球ＢＰとして所
要の作動を行うもので、多様な構成であることが許容される。すなわち、管球ＢＰが外部
から給電され、気密容器１内で所望の電気的動作を行う部材であり、一例を示せば次のと
おりである。すなわち、ハロゲン電球の場合は、白熱フィラメントおよび付随的部材であ
る。また、高圧放電ランプの場合は、放電電極および付随的部材である。
【００４６】
　また、図示の管球作動部材１２は、白熱フィラメントを主体として、その両端からフィ
ラメントレグ部１２ａが延在し、フィラメントレグ部１２ａが気密容器１１の両端に配置
される一対の第２の導電性金属部材４、４に溶接などによって接続されることにより、気
密容器１１の内部に張架されている。なお、フィラメントは、２重コイルフィラメントか
らなり、点灯中の下垂を防止するために複数のリングアンカー１２ｂが付設されている。
なお、図９において、管球作動部材１２は、その輪郭を示している。
【００４７】
　封止用機能性傾斜材料ＦＧＭは、既述の各形態における構成のものを採用することがで
きるが、図示の形態においては、封止用機能性傾斜材料ＦＧＭとして図１に示す第１の形
態の構成を採用している。
【００４８】
　なお、図９に示す管球ＢＰは、ハロゲン電球であるので、気密容器１１の内部に適量の
ハロゲンとして、例えばヨウ素または／および臭素などの有機ハロゲン化物とアルゴン（
Ａｒ）が適当な圧力で封入されている。また、気密容器１１の外面には所望により赤外光
反射・可視光透過形のダイクロイック反射膜を形成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】本発明の封止用機能性傾斜材料を実施するための第１の形態を示す概念的断面図
【図２】本発明の封止用機能性傾斜材料を実施するための第２の形態を示す概念的断面図
【図３】本発明の封止用機能性傾斜材料を実施するための第３の形態を示す概念的断面図
【図４】本発明の封止用機能性傾斜材料を実施するための第４の形態を示す概念的断面図
【図５】本発明の封止用機能性傾斜材料を製造する第１の方法を示す流れ図
【図６】本発明の封止用機能性傾斜材料を製造する第２の方法を示す流れ図
【図７】実施例１、比較例１および比較例２のクラック発生状況を説明する表
【図８】導電機能性傾斜材料の導電層断面について示す従来と本発明の電子顕微鏡写真
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【図９】本発明の管球を実施するための一形態である管形ハロゲン電球の断面図
【符号の説明】
【００５０】
　１…絶縁層、２…緩衝層、３…導電層、４、５…導電性金属部材、ＦＧＭ…機能性傾斜
材料

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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